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１．研究開発プロジェクト名 
電力分野のイノベーションと研究開発ネットワークに係わる評価手法の開発 

 
２．研究開発実施の要約 

①研究開発目標 
 
本研究開発プロジェクトでは、市場・制度の選択を考慮した次世代電力システムの影響

を数量的に評価することにより、適切な電力市場の設計に寄与すると共に、燃料電池の共

同R&Dネットワークの推定とそれに基づいた燃料電池への公的研究開発支出の評価を行う。

こうした電力分野における先端技術を評価する取り組みを通じて、市場・制度の選択を必

要とする技術イノベーション評価の一般的フレームワークと、公的研究開発投資のR&Dネ

ットワークに対する効果を評価する汎用性のある手法を構築する。 
 
②実施項目・内容 
ⅰスマートグリッド関連の技術動向の調査 
ⅱ電力市場の制度調査 
ⅲ電力ネットワークシステムの選定 
ⅳ電力市場のマルチエージェントモデルの開発 
ⅴ電力市場イノベーションの数量評価 
ⅵ燃料電池関連の技術動向の調査 
ⅶ燃料電池関連の特許データの整理 
ⅷ共同研究開発ネットワークの推定と特性の分析 
ⅸ共同研究開発ネットワークを用いた研究開発評価 

である。このうち、ⅰⅱⅵⅶが昨年度から継続して行われた項目であり、その他が新たに

実行された項目である。 

 
③主な結果 
スマートグリッドの技術動向、電力市場・制度の調査に基づき、電力モデル構築の際の

適切な電力ネットワーク、リアルタイムプライシングに関する想定などを決定した。さら

に、電力市場モデルの開発に着手し、基礎的クラスの開発、卸売市場モデルの開発、それ

らに基づく、市場構造と価格形成、ピークシフト電源導入の影響などのいくつかのシミュ

レーションを行った。 
燃料電池の特許を用いて、R&Dネットワークを構築し、いくつかの特性を導出するとと

もに、日本の国内企業のR&Dネットワークが6つのサブネットワークから構成されることを

示した。さらに、NEDO等の公的研究開発支出や大学の役割が、異なるネットワーク間の

橋渡しをする機能を果たしている可能性を示した。また、アメリカの特許を用いて、アメ

リカの燃料電池のR&Dネットワークを構築し、アメリカ企業のR&Dネットワークがほとん

ど存在しないことを示した。 
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３．研究開発実施の具体的内容 

（１）研究開発目標 
本研究開発プロジェクトでは、市場・制度の選択を考慮した次世代電力システムの影響

を数量的に評価することにより、適切な電力市場の設計に寄与すると共に、燃料電池の共

同R&Dネットワークの推定とそれに基づいた燃料電池への公的研究開発支出の評価を行う。

こうした電力分野における先端技術を評価する取り組みを通じて、市場・制度の選択を必

要とする技術イノベーション評価の一般的フレームワークと、公的研究開発投資のR&Dネ

ットワークに対する効果を評価する汎用性のある手法を構築する。 
 
（２）実施方法・実施内容 

本年実施項目を、次のように４グループが担当し、実施した。 
研究代表者グループ（リーダー：:秋山太郎） 

    電力市場の制度調査 
      共同研究開発ネットワークを用いた研究開発評価 
市場・計量分析グループ（リーダー：:鳥居昭夫） 

電力市場のマルチエージェントモデルの開発 
電力市場イノベーションの数量評価 
共同研究開発ネットワークの推定と特性の分析 

電力網グループ（リーダー：大山力） 
スマートグリッド関連の技術動向の調査 
電力ネットワークシステムの選定 

燃料電池グループ（リーダー：太田健一郎） 
燃料電池関連の技術動向の調査 
燃料電池関連の特許データの整理 

これらの実施項目の相互の関係が下図にしめされている。矢印は、他の実施項目の成果

を利用しなから実施することを示している。 
共同研究開発ネットワークを用いた研究開発評価」、「電力市場のマルチエージェントモ

デルの開発」、「電力市場イノベーションの数量評価」以外の実施項目は既に完了した。

また、「燃料電池関連の特許データの整理」については当初予定より早く完了したため、

「共同研究開発ネットワークの推定と特性の分析」を早く開始することができ、平成24年
度中に完了することができた。（当初は平成25度中に完了予定）このため、当初は平成25
年度から着手する予定であった「共同研究開発ネットワークを用いた研究開発評価」を開

始することができた。 
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（３）研究開発結果・成果 

1. 全体的な実施状況について 
昨年度は研究開発プロジェクトの初年度であり、電力イノベーション評価の基礎となる技

術動向等、市場・制度の調査、燃料電池の特許データの整備などを行った。具体的には、電

力市場については技術動向および市場・制度の調査を行い、燃料電池に関しては、技術動向

の調査とともに、特許データに関しては、データ入手の後、発明者の名寄せを行える前段階

までのデータの整理を行った。このような昨年度までの実施状況に基づき、本年度の各研究

開発項目を実施した。 
上述したように、「燃料電池関連の特許データの整理」については当初予定より早く完

了したため、「共同研究開発ネットワークの推定と特性の分析」を早く開始することがで

き、平成24年度中に完了することができた。このため、研究開発実施項目を見直し、当初

は平成25年度から着手する予定であった「共同研究開発ネットワークを用いた研究開発評

価」を平成24年度中に着手することとした。 
 電力市場モデルについては、当初想定した計画よりモデル開発に時間を要しているので、

計画を見直し、当初は開発したモデルを用いて行う予定だった「電力市場イノベーション

の数量評価」と協力しつつ並行して研究開発を実施している。 
 
2. 個別の研究開発結果・成果 
〈1〉 電力市場シミュレーションモデルにおける電力ネットワークシステムの選定 

 電力市場制度、スマートグリッドの関連の技術動向等の検討に基づいて、電力市場モデ
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ルを構築する際のネットワークシステムに関して、次のような想定に基づくべきであると

いう結論となった。 

 

① 統制約等の想定について 

日本の各電力会社の管内は、基本的に放射状あるいは超高圧ループ系統であり、一部を

除き需給運用には十分な容量を持っている。これに対し、電力会社間は基本的に1ルートで

連系、容量は十分ではない。以上のような理由から、ネットワーク制約によって電力潮流

が制限される可能性が高いのは電力会社間連系である。したがって、電力市場シミュレー

ションを行う際、複数の電力会社をまたがるシミュレーションにはネットワーク制約を加

味した市場、電力会社の地域内を対象とするシミュレーションにはネットワーク制約を考

えないシングルノードモデルを前提とするのが適切である。前者の場合には、ネットワー

ク制約によって電力潮流が制限され、市場が分断されるので、地点別限界価格LMP等の計算

も必要となる。今回構築する電力市場モデルのユーザーとしては、地方公共団体等を想定

しているので、電力会社管内を考えればよく、ネットワーク制約を考えないシングルノー

ドモデルを前提とするのが適切である。 

 

② 電力市場モデルにおけるリアルタイムプライシングについての想定 

リアルタイムプライシングRTPの取り扱い、具体的にはどの市場の価格とリンクさせるべ

きかについて、技術動向と市場・制度の両面から検討を行った。 
現状では、海外においても家庭等向けにリアルタイム市場の価格とリンクさせた形でDR

プログラムを提供している例はなく、多くの場合一日前市場の価格等とリンクした形であ

る。(この他、前日の気温予測等とリンクした形でのRTPプログラムも存在する。) 
技術的な側面からは、RTPとリアルタイム市場のリンクには、リアルタイム市場からの

価格の需要家側への迅速な伝達と需要家側の対応が必要とされる。近年、分から秒単位で

の迅速な需要側の対応を実現する高速デマンドレスポンスFast DR(Fast Demand 
Response)が提唱されている。アメリカでは、Open ADR(Open Automated Demand 
Response)という名称の高速デマンドレスポンスに関する研究開発と標準化推進のための

コンソーシアムが結成され、技術開発と標準化への努力がなされている。高速デマンドレ

スポンスは、リアルタイム市場価格とのリンクも可能にし、さらにDRを負荷分散ではなく、

アンシラリーサービス目的で機能させることも可能にするものである。しかし、その実現

に関しては技術・経済性上の大きな困難が残されている。 
さらに、現在日本で決定されたスマートメーターの仕様は、30分間隔で情報伝達を行う

ものであり、分秒単位での情報の伝達を必要とするFast DRには対応できない。この仕様の

メーターが、スマートグリッドを支えるインフラとして各電力会社によって大量に導入さ

れることが決まっており、この導入されたメーターが、もう一度更新されるのにはかなり

長い時間が必要である。したがって、日本においては、リアルタイム市場が開設されても、

そこでの価格とリンクしたRTPの実現は不可能であると考えられる。 
以上のような状況を考えると、日本のスマートグリッドにおけるRTPを考える場合には、

リアルタイム市場ではなく、1日前市場との価格のリンクを想定すべきであるという判断に

至った。 
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〈2〉. 電力需要・価格形成についての分析 
スマートグリッドの導入や燃料電池の普及が、電力市場に及ぼす影響を分析するための

比較基準を与えることを目的として、電力価格および電力需要に関する分析を行った。 
 

①電力市場における価格ジャンプの検出 
日本の電力市場における価格ジャンプを推定するため、日本卸電力取引所の2006年1月1

日から2008年10月30日の日次電力価格データを使って、2007年7月17日の中越地震による

柏崎刈羽原発停止の前後で期間を分割し、P. H. Franses and H. Ghijsels (1999)の繰り返

し計算による方法を使って、ジャンプを検出する分析を行った。ここで、中越地震による

柏崎刈羽原発停止の前後に分けて分析を行っているのは、東日本大震災ほどには大きくは

ないが、大きな供給能力の外生的減少が電力価格変動に及ぼす影響を調べるためである。 
ARMA(2,1)-GARCH(1,1)の原発停止前後の結果を表にまとめた。Beforeは2006年1月1日

から2007年7月16日で、Afterは2007年7月17日から2008年10月30日であり、繰り返し計算

によるジャンプ処理を行わない前と後の係数の結果である。 
 

 ar1 ar2 ma1 a0 a1 B1 Jump 
回数 

ジャ

ンプ

未処

理 

Before -0.1581 0.5487 0.8467 0.02905 0.19586 0.74758  
(0.2731) (0.1925) (0.2631) (0.009546) (0.038959) (0.045763)  

After 1.3447 -0.3707 -0.7493 0.17710 0.29799 0.52380  
(0.0791) (0.0723) (0.0585) (0.02715) (0.04957) (0.04867)  

ジャ

ンプ

処理 

Before -0.1844 0.6035 0.9216 0.02976 0.15972 0.74522 4 
(0.1003) (0.0832) (0.0817) (0.01228) (0.04376) (0.06614)  

After 1.4311 -0.4540 -0.7235 0.12159 0.15781 0.61678 11 
(0.0966) (0.0893) (0.0755) (0.05260) (0.05497) (0.12795)  

 
GARCHはジャンプ未処理のBeforeではボラティリティの自己回帰が大きくなり、After

ではARCH係数が大きくなった。これは原発停止後では実際観測された前日の価格から今

日のボラティリティが決定される依存が高まることを示している。繰り返し計算後の

GARCHはジャンプを取り除いたことにより、BeforeとAfterで定数項を除き同様な係数と

なった。ジャンプ回数は、原発停止前は約1年6ヶ月間で4回、約1年3ヶ月間で11回となって

いる。原発停止による供給能力の減少は、ボラティリティの増加とジャンプの頻度の増加

を招くことが分かる。ただし、ジャンプの頻度は、2006年1月1日から2007年7月16日の間

は100日当たり0.7回程度、2007年7月17日から2008年10月30日の間は100日当たり2.3回程

度であり、極めて低い頻度でしか生じていない。 
東日本大震災以降についても同様な分析を行ったが、ジャンプの頻度は100日当たり2回

弱である。これより、東日本大震災以後においても、アメリカ等と比して日本の電力卸市

場の価格は変動が少なく、安定していることが分かる。 
 

② 震災前後の電力需給動向変化の検討 

東日本大震災以降の電力需要の変動を、ベース重要と主として気温による空調需要に分

けて分析を行った。夏季の空調需要に関しては、2011年には2010年に比して気温感応度が
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著しく低下し、冬季に関しては逆に気温感応度は上昇している。また、ベース需要に関し

ては、最大電力がGDPよりも大きく落ち込んでいる。これは、東日本大震災を契機として

節電意識の向上によるところが大きいと考えられる。 
 

③時間帯別価格と燃料価格の関係の変化 
東日本大震災以降、原発の停止により、オフピーク時間帯においてLNG電源の比率が上

昇している。これは燃料価格と電力価格との間の関係に影響を及ぼすと考えられる。日本

卸電力取引所（JPEX）が公表しているシステムプライスかららオフ時間帯の電力価格デー

タを求め、燃料価格との相関について分析を行った。さらに、経済状況も考慮するために、

リーマンショック以前、リーマンショック以後、東日本大震災以降の3期間に分け、燃料価

格と電力価格を行った。その結果、東日本大震災以降においては、オフ時間帯価格とガス

価格との相関が上昇することが示された。これは、東日本大震災以降のオフ時間帯におけ

るLNG電源比重の増加という事実と整合的であることが分かった。 
 

<3> 電力市場モデルの構築 

電力市場におけるイノベーションの影響をシミュレートするためのモデル構築作業を行

った。シミュレーションにはエージェントベースシミュレーション（以下，ABS）という手

法を利用する。ABS は対象となる現象の最小単位をエージェントとしてモデリングを行う。

そしてエージェント同士のインタラクションを通して演繹的に対象となる現象をシミュレ

ーションする方法である。 

 

①モデル構築方針 

モデル構築については、とくに以下の点に留意しながら進めた。 

ABS を行う上で、可能な限りモデルをシンプルにすることが重要であると指摘されてい

る。シンプルにすることで現象をもたらすメカニズムが理解しやすくなる。ただし、対象

の現象ごとにモデルを一新していては、モデル同士の比較が難しくなる。そのために、統

一的なフレームワークが必要になる。統一的なフレームワークの下で、シンプルさを保つ

には、構成要素そのものをパラメータとして、モデルを構成する最低限のものを選択でき

るようにする必要がある。 

そこで、モデルの構成要素をモジュール（クラス）化して、それらを組み合わせてモデ

ルを作るシミュレータを開発する。これにより、モデルをできるだけシンプルかつ他のモ

デル比較できる形でシミュレーションを行うことが可能になる。また、モジュールの枠組

みを作ることで、新しい要素を加える際の開発が容易になる。さらに、モジュール間の結

合をなるべく疎にして、変更しやすい構造にする必要がある。とくに今回のモデルは純粋

な内部研究向けではなく、公開され、他人が利用・拡張することを前提としたものである

ので、この点は非常に重要となる。 

上述のような方針にしたがい、オブジェクト指向のプログラム開発手法の手順に基づい

てモデル構築を進めた。 

 

②モデルの構造の策定と様々な基礎的なクラスの実装 

 今回のモデル構築については、個々の市場等の具体的な機能の実装より先に、モデルの

構造の策定、インターフェースの設計を含む基本的なクラスの策定をしっかりと行わなけ
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ればならない。その後に、ログや制御機能等のシミュレーションのための基本的機能のク

ラスの実装を行った。後の具体のシミュレーション時に、クラスの入れ替えや追加等を行

い、モデルの動作自体には問題がなく、モデルの基本構造とクラスの策定に齟齬がないこ

とが示された。 

 

 

              図1   クラス図 

 

③ 卸売り市場の実装 

 市場に参加するエージェントにRoth=Erevタイプの学習機能を実装した卸売り市場を実

装した。ここでは、この市場は１日前市場に対応している。日本の入札方式としては、先

行研究で多く採用されている線形供給関数入札方式ではなく、数量と価格の組により入札

を行う方式としている。また、日本の卸電力取引所およびスメートメーターの仕様に合わ

せ、１日を30分毎の48時間帯に分割し、各時間帯について取引が行われるとしている。卸

売り市場は電力市場モデルの中心となる市場である。 

 

④ 「強化学習の連続多数回繰り返し」機能クラス 

エージェントモデルにおけるシミュレーションは収束先にしか意味はなく、収束途上の

経過には意味がない。このため、パラメータの時間的な変化に対応した市場の状態の変化

を示すためには、パラメータの値ごとにシミュレーションを収束させ、その収束先の変化

と市場の状態の変化を表す必要がある。とくに、ある種の問題に対しては、シミュレーシ

ョンを収束させ、そのシミュレーションの収束結果を利用して得られるパラメータを利用

してまたシミュレーションを行う…等々を、多数回連続して繰り返す機能が必要となる。

この機能を実現する一般的なクラスを用意することは、蓄電池などの分析の基礎を与える

ものである。 
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⑤ 市場構造と価格形成に関するシミュレーション 

次に③の卸売り市場のモデルを用いて、卸電力市場における市場構造が価格形成にどの

ような影響を及ぼすのかを分析した。シミュレーションの目的は、スマートグリッドによ

る需要の価格弾力性の上昇が市場における価格形成に及ぼす影響が、市場構造によってど

のように異なるのかを分析する準備を与えるためである。 

まず、発電事業者数の影響を調べた。シミュレーション結果は図2 に示されている．横

軸は発電事業者エージェントの総発電容量に対する需要量の割合を示している．それぞれ

の系列は発電事業者エージェントの数が異なる。グラフから，発電事業者が多いときの方

が需要に対して価格上昇を抑えること、発電業者数が少ない場合には、供給能力にかなり

余裕がある場合でも価格の急騰が生じることが分かった。

          図2 発電業者数と価格形成 

 

さらに、規模の非対称性が価格形成に与える影響をシミュレーションした。図3 の二つ

の条件で規模の異なる発電事業者で実験を行った。左は他の発電事業者の2倍の規模をもつ

発電事業者がいて、右は10 倍の発電事業者がいる。 

 

発電量10000 × 1社，発電量5000 × 3社  発電量10000 × 1社，発電量1000 × 15社  

図3  発電事業者の規模 
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実験結果は図4 にあるとおりである。規模が大きい発電事業者エージェントがいる場合

の方が均等の時に比べて、供給能力が相対的に余裕がある需要量において価格の高騰が生

じることが分かる。 

        図4 発電業者の規模と価格形成 

 

⑥ ピークシフト電源の導入と価格変動  

③の卸売り市場モデルと④の「強化学習の連続多数回繰り返し」機能を使って、需要家

がピークシフト電源の導入についてのシミュレーションを行った。ピークシフト電源とは

具体的には蓄電池などである。需要が低く価格が低い時間帯に充電を行い、需要が高く価

格が高くなる時間帯に利用する。まず第一歩として、分析を単純化するため、ピークシフ

ト電源（蓄電池）の効率は100％であるとし、需要家はピークシフト電源を導入した方が費

用が安くなる場合に一定の確率で導入するとした。ピークシフト電源は一定の時間が過ぎ

ると寿命を迎えて使えなくなる。モデルにおける価格形成の部分では強化学習を用いてい

るため、価格が収束するにはステップを要する。エージェントモデルの性質上、収束の途

中のステップにおける価格には意味がなく、収束先の価格にしか意味がない。そこで、価

格決定の部分を収束するまで繰り返し、その後に需要家が次の時点での導入に関する行動

を決めるという設定で分析を行っている。 

実験結果が図5に示されている。示されている各線は、１日の各時間帯の各電力需要水準

に対応する価格を表している。すなわち、１番上の線はピーク時時間帯の価格、１番下の

線はオフピークの価格、中間の線は需要水準がその中間である時間帯の価格を示している。

これより、ピークシフト電源の導入により、ピークとオフピークの価格の平均水準の差は

縮小するが、ピークシフト電源の導入と寿命で周期的な価格変動が生じしてしまっている

ことが分かる。とくに、元々の需要が多いピーク時においては価格の乱高下が激しくなっ

ている。 
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          図5 ピークシフト電源と価格変動 

 

シミュレーションは試行的なものであり、極端な単純化の仮定に基づいたものであるが、

ピークシフト電源が潜在的な価格不安定化の要因となりうることには留意しておく必要が

ある。 
 

⑦ 二つの市場：リアルタイム市場の導入の準備 

１日前市場に加えて、リアルタイム市場が存在する場合、2つの市場の扱いが必要となる。

これについては、前日に予想される需要・供給について取引は全て１日前市場で行われ、

（予期されない需要の増加や発電機の停止等による）需要・供給の予測されない変動の部

分の取引が行われるという設定が一般である。しかしながら、近年海外において、小売業

者が、1日前市場において購入量を意図的に絞り、予測された需要全量を手当てしない事例

がみられるようになってきている。このような状況をも扱うためには、小売業者・発電業

者がともに、2つの市場での取引を自由に行える設定の下で分析を行う必要がある。そこで、

このような2つの市場での学習を伴う取引を同時に扱うため、Double Market Managerの

クラスを作成し、試験的なシミュレーションを行ってみた。 

以下では、第１市場が１日前市場に対応し、第２市場がリアルタイム市場に対応してい

る。発電業者の限界費用は一定であり、かつどちらの市場でも制約なしに取引できるとし

ている。さらに、需要等のランダムな変動はないとする。 

小売業者が学習せず、発電業者のみが戦略的に行動するとした場合、第２市場における

取引量は（第１市場の価格がプライスキャップに達する場合を除き）0となる。これに対し

て、小売業者・発電業者がとも戦略的に行動するとした場合、図6に示されているように、

第１市場と第２市場の価格はほぼ同水準に収束する。 
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       図6 2つの市場での価格 

 

すなわち、小売業者が戦略的に行動しないという仮定の下では、リアルタイム市場での

取引量は0となる。小売業者及び発電業者がともに戦略的に行動する場合には、１日前市場

とリアルタイム市場の両方で取引が行われ、2つの市場での価格水準はほぼ等しくなる。 

この結果自体は有用ではあるが、一般に行われている設定に比べてモデルを複雑にする

ため、今後のリアルタイム市場の実装においてDouble Market Managerを用いるかどうかに

ついては、今後検討を行う。 

 

<4> 燃料電池分野におけるＲ＆Ｄネットワーク 

R&Dネットワークの構築において、「特許の共同出願人」の情報のみを使うのは不十分

であり、実際、とりわけ大学研究者は所属する大学名を伏して特許出願や発明に関与して

いるケースが少なからず発見された。これらの情報を省略すると大学が燃料電池R&Dネッ

トワークに与える役割を過小評価することになりかねないため、共同出願人だけでなく個

人出願人や発明者フィールドから隠れた所属を見いだしてR&Dネットワークに反映させる

作業を念入りに行っている。 
出願人、権利保有者の記録の書式は自由であるため、表記の揺れなどが原因となってネ

ットワーク構築の中で「同一組織なのに別組織とみなす」誤りをおかす危険性が指摘でき

る。そこで、R&Dネットワークの構築作業に先立ち、そのような危険性をできるだけ排除

するために出願人フィールドのクリーンアップ作業を行った。作業の具体的内容は以下の2
つである。 

(A) 社名の表記の揺れを統一する。 
(B) 対象期間での社名の変更に対応する。 
 

① 特許記録から組織間のR&Dネットワークを構築する方法 
組織間のR&Dネットワークをグラフの形で視覚化し、ネットワーク上のポジションに関

する分析を実行するために、次のような手順でグラフのノード（頂点）とエッジ（辺）を

構成していく。 
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(A) 出願人フィールドに2つ以上記載がある特許に注目する。 
 2つ以上の出願人が存在するということは、それらの組織による共同研究の成果とである

と考えられる。組織間のR&Dネットワークにこの記録を含めることは自然であると考えら

れる。そこで下図のように出願人をノードとし、当該特許をエッジとするようなサブネッ

トワークを作成する。出願人数がnである共同出願特許はグラフ上でn(n-1) / 2本のエッジと

して表現される。 
 

 
 
(B) 出願人フィールドに現れる個人名の所属組織を探す。 
 出願人が組織名ではなく個人名であるとき、この個人が何らかの組織に所属する発明者

である可能性を考慮する。発明者の氏名をインターネット検索などを使って調べることに

より、組織に所属する研究者であると判明した場合は、個人名を所属に置き換える作業を

行う。例えば下図では出願人フィールドの共同出願人に「太田健一郎」氏が含まれている

が、氏は出願当時横浜国立大学に所属していることが判明している。そこで、グラフのノ

ードを「太田健一郎」から「横浜国立大学」に置換するという作業を行う。結果的に255件
のそのようなケースが検出され、その多くが大学研究者で個人名のみを出願人としている

ケースである。 

 
(C) 単独の出願人だが、発明者の組織が複数である可能性を考慮する。 
 １つの出願人による「単独出願」でも、発明者情報を参照すると複数組織の研究者が関

与しているケースが多数存在する。これらについて、本研究では「出願人と発明者の所属

する組織の共同研究の成果」とみなし、これをグラフに含めることにする。下図にそのよ

うな例を示した。この例ではJX日鉱日石エネルギー株式会社による単独出願特許であるが、

発明者フィールドを参照すると最初の3人の所属はJX日鉱日石エネルギーであることが判

明し、最後の「太田健一郎」氏は出願当時横浜国立大学に所属していたことが分かってい
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る。このような場合、横浜国立大学と出願人であるJX日鉱日石エネルギーの間にエッジを

張ることとした。後述のR&Dネットワークのエッジのうち、約1/4の2323本がこの作業によ

って新たに張られたエッジである。 

 
 
(D) 出願人以外の組織からの発明者が含まれるケースを考慮する。 
 共同出願特許の発明者情報を調べると、出願人以外の組織からの発明者が含まれている

ことがある。この場合の共同出願は出願人および出願人以外の組織による共同研究の成果

と考えることもできるため、R&Dネットワークに含めることにした。下図にはそのような

一例が示されている。発明者の最初の3名の所属は出願人フィールドに含まれていない株式

会社日立製作所であるので、ノード「日立製作所」に2つの出願人からエッジをひくという

作業を行っている。このようなケースは多くなく、後述のR&Dネットワークのわずか27本
のエッジが該当するのみである。 

 
このように組織間のR&Dネットワークを構築する際には発明者の出願当時の所属組織を

識別する必要があるが、その作業は容易ではない。対象期間内の燃料電池技術関連特許に

関与した発明者の人数はのべ22,550人であるが、特許出願記録から得られる発明者の「所

属」は出願時点での組織を示すに過ぎないため、ひとりひとりの職歴を完全に把握するこ

とは不可能である。下表には発明件数の多い20名について、関与した特許の出願人数を示

している。出願組織は同一年で複数であることもあり、発明者が出願当時どちらの組織に

所属していたかを完全に把握することは実質的に不可能である。 
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そこで、本研究では「発明者の過去の出願履歴を作成し、出願時点で最も高い頻度で現

れる出願人を所属組織とみなす」というルールを設定して、発明者の出願組織を決定する

こととしている。 
下表に共同出願件数が特に多い上位５０組織を列挙した。本研究ではこれらの件数に加

えて、上述の方法によって注意深く識別された発明者の所属組織をR&Dネットワークに取

り入れている。すなわち、発明者が所属していた組織が出願人に含まれていない場合、こ

れをノードとして追加して、既存の出願人との間にエッジを張るのである。この作業を省

略してしまうと、個人名で出願するケースがある大学研究者の存在を見過ごすこととなり、

大学がR&Dネットワークで果たす役割を過小評価する可能性を指摘できる。 
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② 日本の燃料電池R&Dネットワーク 

以上の作業を行った結果、下図に示すように1565組織による9519件の「共同研究」から

構成されるR&Dネットワークを構築した。顕著な特徴としてあげることができるのは： 
(1) R&D ネットワークは１つの巨大な共同研究クラスタと、多数の小さな共同研究クラスタで構成さ

れている。 
(2) 巨大な共同研究クラスタには約 60％の組織が含まれ、これらが約 90%の共同研究のエッジを

張っている。 
以降では、最大のR&Dクラスタに分析を絞って、このクラスタの構造を探ることとなる。 
 

 
 
③ 最大の R&Dクラスタの構造 

グラフはconnected、すなわち任意の2つのノード（組織）の間には必ず「共同研究」を

表すエッジからなる経路が存在する。しかし、下図から明らかなように各ノードがそれ以

外のすべてのノードと直接つながっている（ひとつのノードで繋がっている）訳ではなく、

各ノードの接続状況には偏りがある。例えば、下図で網掛けを行ったノード群は、そのノ

ード群内部で密接な共同研究が行われているが、それ以外のノード間との関係は疎である

と考えることができる。そこで、クラスタ内のエッジについて「共同研究が頻繁に行われ

る組織群とそうでない組織群」に分割できるならば、この情報を用いてR&Dクラスタを構

成するグループ群を明らかにすることができる。 
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 この最大のR&Dクラスタの構造を共同研究の疎密に応じた分割によって明らかにするた

めに本研究で採用したのが、Girvan and Newman(2002)による「Community Detection」
法である。Community Detection法とは、connectedなグラフのノードを、互いに密だが、

ほかの集合とは疎なサブネットワークを発見して分割するという手法である。 
 Community Detection法を適用した結果、下図に示されるように９つのクラスタ（サブ

ネットワーク）が発見された。クラスタ内では密接に共同研究を行っているが、異なるク

ラスタ間の共同研究はそれほど行われていない状況を示している。 
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Community Detection法により日本の燃料電池技術特許のR&Dネットワークには、主に

国内組織で構成される6つの「共同研究クラスタ」、および主に国外組織で構成される3つ
の共同研究クラスタが存在することが分かる。次ページ以降に、各クラスタの内訳を示す。

各図では共同研究の相手が多いノードについてラベルを付加し、特に共同研究の回数の多

い２組織のエッジを太線で表している。 
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④ 燃料電池 R&D ネットワークで大学が果たす役割について 

これらサブネットワーク群に、日本国内の大学研究機関はどのように関与しているのか

を調べた。下表に各サブネットワークに含まれる大学数が列挙されている。分析対象の最

大のR&Dクラスタには83の大学（国立大学法人および学校法人のうち大学を開設する組織）

が存在することが分かったが、これらは下表から明らかなように、産総研/日産自動車クラ

スタに偏在(約75％＝63/83組織)していることが分かる。 
 

# 組織数 主要組織 大学数 
1 567 産総研, 日産自動車 63 
2 132 トヨタ自動車 1 
3 51 東芝 7 
4 39 アイシン精機 5 
5 36 三洋電機 0 
6 34 欧州企業/研究機関 4 
7 27 本田技研 2 
8 23 バラード, GM 0 
9 20 ヒュンダイ自動車 1 

 
では、これらはネットワークの中でどのように他の組織と共同研究を行っているのだろ

うか。産総研/日産クラスタを対象に、下図に示すネットワーク中心性の概念を用いて、大

学がネットワークでどの程度「中心的存在であるか」を調べる。  

 
下表は、対象クラスタのうち主要な組織についてネットワーク中心性を計算した結果で

ある。次数中心性については上位約5%である30組織の中に、大学が11組織(17%)ランクイ

ンする。このことから、大学は民間企業等と比べてよりR&Dネットワークの中心に位置し

ているといえる。これら大学の過半数(7/11組織)について媒介中心性の順位が上昇すること

から、クラスタ内部の異なるサブネットワークを橋渡しする機能を持つ可能性が示唆され

る。 
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⑤ JST/NEDO特許の R&D ネットワークにおける位置 

 JSTやNEDOといった研究プロジェクトから生まれた特許（JST/NEDO特許）と、それ

以外の共同出願特許（『その他』）がR&Dネットワークに果たす役割の違いを、エッジ媒

介性の概念を適用して調べたのが下表である。 
 それぞれの特許種別についてエッジ媒介性の平均と標準偏差を計算し、その他をリファ

レンスとして平均の差の（片側）t検定を実行した結果、JST/NEDO特許はそれ以外の特許

よりも媒介中心性の平均は（有意水準5%で）高いことが統計的にいえた。 すなわち、

JST/NEDO特許は、平均して、R&Dネットワーク内で異なるサブネットワーク間の橋渡し

的役割を果たしている可能性が示唆される。 
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 JST特許 NEDO特許 その他 

件数 32 364 9114 

エッジ媒介：平均 770.52 276.73 196.39 

エッジ媒介：標準偏差 1083.75 777.89 684.89 

T値 2.99 1.94 — 
 

 
⑥  米国の R&D ネットワークの概観 

下に米国特許の燃料電池技術に関するR&Dネットワークを構成し、最大のR&Dクラスタ

を構成する組織を表として示した。 
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 これらの図表から直ちに判明するのは、最大のクラスターといっても非常に小さく、疎

であるということである。しかも表から分かるように US企業はわずか3社のみであり、過

半数(12)が日本企業である。 これら日本企業の日本特許R&Dネットワークにおける次数中

心性もまた高いことも判明している。 これらの観察より、米国R&Dネットワークの中心的

役割を果たしているのは日本企業である。 
  
3. その他 
 シンポジウムにおいて、横浜市の担当者から開発された電力市場モデルを利用したいと

の発言があり、また関東経済産業局からR&Dネットワークとその手法の地域クラスター政

策等への利用について相談を受けている。 
 
 
 

（４）会議等の活動 

年月日 名称 場所 概要 

H24年 

5月31日 

電力市場モデル 
定例会議 

横浜国立大学 
電子情報工学棟6
Ｆ会議室 

電力市場モデル開発の前提となる

電料自由化、分散電源、スマートグ

リッドについ議論 
H24年 

6月28日 

電力市場モデル 
定例会議 

横浜国立大学 
電子情報工学棟6
Ｆ会議室 

ＡＭＥＳモデルの評価とモデル開

発方針の提案、クラス策定とクラス

図について提案、承認された 
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Ｈ24年 

7月26日 

電力市場モデル 
定例会議 

横浜国立大学 
電子情報工学棟6
Ｆ会議室 

モデルの一部変更と再策定の必要

性について提案され承認 

Ｈ24年 

9月10日 

電力市場モデル 
定例会議 

横浜国立大学 
電子情報工学棟6
Ｆ会議室 

高橋氏より基礎的クラスが実装さ

れ、簡単なシミュレーション開始が

報告された。強化学習実装について

指示。 
Ｈ24年 

10月10日 

電力市場モデル 
定例会議 

横浜国立大学 
電子情報工学棟6
Ｆ会議室 

強化学習実装についての先行研究

のサーベイ 

Ｈ24年 

11月7日 

電力市場モデル 
定例会議 

横浜国立大学 
電子情報工学棟 

高橋氏より卸売市場モデルと強化

学習の収束の問題について報告 
Ｈ24年 

12月5日 

電力市場モデル 
定例会議 

横浜国立大学 
電子情報工学棟6
Ｆ会議室 

高橋氏より卸売市場モデルと強化

学習の収束の問題について報告、 

Ｈ25年 

1月10日 

電力市場モデル 
定例会議 

横浜国立大学 
電子情報工学棟6
Ｆ会議室 

「強化学習の連続繰り返し機能：と

ピークシフト電源のシミュレーシ

ョン 
Ｈ25年 

1月30日 

 

電力市場モデル 
定例会議 

横浜国立大学 
電子情報工学棟6
Ｆ会議室 

市場構造と卸売市場の価格形成 
のシミュレーション結果について

報告 
Ｈ25年 

3月7日 

電力市場モデル 
定例会議 

横浜国立大学 
電子情報工学棟6
Ｆ会議室 

DoubleMarketManagerクラスの実

装とそれに基づく複数市場の導入

について報告 

Ｈ24年 

5月12日 

燃料電池ランチ

ミーティング 

横浜国立大学

VBL 2F会議室 

R&Dネットワークモデリングに関

する既存文献情報の交換、定式化、

実証手法に関する議論など 

Ｈ24年 

6月8日 

燃料電池ランチ

ミーティング 

横浜国立大学

VBL 2F会議室 

R&Dネットワークモデリングに関

する既存文献情報の交換、定式化、

実証手法に関する議論など 

Ｈ24年 

6月14日 

燃料電池ランチ

ミーティング 

横浜国立大学

VBL 2F会議室 

R&Dネットワークモデリングに関

する既存文献情報の交換、定式化、

実証手法に関する議論など 

Ｈ24年 

6月21日 

燃料電池ランチ

ミーティング 

横浜国立大学

VBL 2F会議室 

R&Dネットワークモデリングに関

する既存文献情報の交換、定式化、

実証手法に関する議論など 

Ｈ24年 

6月29日 

燃料電池ランチ

ミーティング 

横浜国立大学

VBL 2F会議室 

R&Dネットワークモデリングに関

する既存文献情報の交換、定式化、

実証手法に関する議論など 

Ｈ24年 

7月5日 

燃料電池ランチ

ミーティング 

横浜国立大学

VBL 2F会議室 

R&Dネットワークモデリングに関

する既存文献情報の交換、定式化、

実証手法に関する議論など 
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Ｈ24年 

7月27日 

燃料電池ランチ

ミーティング 

横浜国立大学

VBL 2F会議室 

R&Dネットワークモデリングに関

する既存文献情報の交換、定式化、

実証手法に関する議論など 

Ｈ24年 

6月27日 

特許全文テキス

トマッチ会議 

横浜国立大学

VBL 2F会議室 

藤田氏による、特許構文解析の現状

説明を元に、特許間に示唆され、引

用関係では捉えられない参照関係

をテキストマッチの手法により推

定できるかどうか議論を行い、全く

新しい試みであり少なくとも実装

準備や初期問題点の把握に数ヶ月

は要するという結論を得た。 
Ｈ24年 

12月26日 
R&Dネットワーク

ミィーティング 

横 浜 国 立 大 学

VBL 2F会議室 

研究者の所属を考慮したR&Dネッ

トワーク構築に必要な処理につい

て 
Ｈ25年 

1月30日 
R&Dネットワーク

ミィーティング 

横 浜 国 立 大 学

VBL 2F会議室 

研究者の所属を考慮したR&Dネッ

トワークの推定結果について 
 
 
４．研究開発成果の活用・展開に向けた状況 
 シンポジウムにおいて、横浜市の担当者から開発された電力市場モデルを利用したいと

の発言があり、また関東経済産業局からR&Dネットワークとその手法の地域クラスター政

策等への利用について相談を受けている。 
 

５．研究開発実施体制 
 

 （１）研究代表者及びその率いるグループ 
①秋山 太郎(横浜国立大学 成長戦略研究センター・教授・センター長) 
②電力市場の制度調査、共同研究開発ネットワークを用いた研究開発評価 

 
（２）市場・計量分析グループ 

①鳥居昭夫(中央大学・教授、横浜国立大学 成長戦略研究センター・連携研究員) 
②電力市場のマルチエージェントモデルの開発､電力市場イノベーションの数量評  

価、共同研究開発ネットワークの推定と特性の分析 
 

（３）電力網グループ 
①大山 力(横浜国立大学 大学院工学研究院・教授) 
②スマートグリッド関連の技術動向の調査､電力ネットワークシステムの選定 

 
（４）燃料電池グループ 

①太田 健一郎(横浜国立大学 大学院工学研究院・特任教授) 
②料電池関連の技術動向の調査、燃料電池関連の特許データの整理 
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６．研究開発実施者 

研究グループ名：研究代表者及びその率いるグループ(グループ A) (リーダー:秋山 太郎) 

氏名 フリガナ 所属 
役職 

（身分） 

担当する 

研究開発実施項目 

秋山太郎 
アキヤマ 

タロウ 

横浜国立大学成長

戦略研究センター 
センター長 

電力市場制度設計の提言、共同研究

開発ネットワークを用いた研究開

発評価 

周佐喜和 
シュウサ 

ヨシカズ 

横浜国立大学成長

戦略研究センター 

副センター

長 
電力市場の制度調査 

石塚辰美 
イシヅカ 

タツミ 

横浜国立大学成長

戦略研究センター 
教授 

共同研究開発ネットワークを用い

た研究開発評価 

鳥居昭夫 
トリイ  

アキオ 

横浜国立大学成長

戦略研究センター

（中央大学） 

連携研究員

（教授） 
電力市場制度設計の提言 

大山力 
オオヤマ 

ツトム 

横浜国立大学大学

院工学研究院 
教授 

電力市場の制度調査、電力市場制度

設計の提言 

太田健一郎 
オオタ ケ

ンイチロウ 

横浜国立大学大学

院工学研究院 
特任教授 

共同研究開発ネットワークを用い

た研究開発評価 

中嶋亮 
ナカジマ 

リョウ 

横浜国立大学国際

社会科学研究科 
准教授 

共同研究開発ネットワークを用い

た研究開発評価 

田代一聡 
タシロ  

カズトシ 

横浜国立大学国際

社会科学研究科 

D3（ H23時

点） 
電力市場の制度調査 

 

研究グループ名：計量分析グループ(グループ B) (リーダー:鳥居昭夫 ) 

氏名 フリガナ 所属 
役職 

（身分） 

担当する 

研究開発実施項目 

鳥居昭夫 
トリイ  

アキオ 

横浜国立大学大学

院国際社会科学研

究科 

教授 

電力市場のマルチエージェントモ

デル開発・電力市場イノベーション

の数量評価 

冨浦英一 
トミウラ 

エイイチ 

横浜国立大学経済

学部 
教授 

電力市場イノベーションの数量評

価 

中嶋亮 
ナカジマ 

リョウ 

横浜国立大学国際

社会科学研究科 
准教授 

共同研究開発ネットワークの推定

と特性の分析 

濱上知樹 
ハマガミ 

トモキ 

横浜国立大学大学

院工学研究院 
教授 

電力市場のマルチエージェントモ

デル開発 

田村龍一 
タムラ リ

ュウイイチ 

横浜国立大学成長

戦略研究センター 

産学連携研

究員 

共同研究開発ネットワークの推定

とその特性の分析 

稲生剛士 
イナオ  

タケシ 

横浜国立大学国際

社会科学研究科 
D2 電力イノベーションの計量分析 
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研究グループ名：電力網グループ(グループＣ) (リーダー:大山力) 

氏名 フリガナ 所属 
役職 

（身分） 

担当する 

研究開発実施項目 

大山力 
オオヤマ 

ツトム 

横浜国立大学大学

院工学研究院 
教授 

スマートグリッドの技術動向の調

査・電力市場ネットワークシステム

の選定 

濱上知樹 
ハマガミ 

トモキ 

横浜国立大学大学

院工学研究院 
教授 

スマートグリッドの技術動向の調

査 

辻隆男 
ツジ  

タカオ 

横浜国立大学大学

院工学研究院 
准教授 

スマートグリッドの技術動向の調

査・電力市場ネットワークシステム

の選定 

原亮一 
ハラ リョ

ウイチ 

北海道大学大学院

情報科学研究科 
准教授 

スマートグリッドの技術動向の調

査・電力市場ネットワークシステム

の選定 

河又啓 
カワマタ 

ヒラク 

横浜国立大学工学

府 
D3 

スマートグリッドの技術動向の調

査 

 

研究グループ名：燃料電池グループ(グループＤ) (リーダー:太田健一郎) 

氏名 フリガナ 所属 
役職 

（身分） 

担当する 

研究開発実施項目 

太田健一郎 
オオタ ケ

ンイチロウ 

横浜国立大学工学

研究院 
特任教授 燃料電池関係の技術動向の調査 

光島重徳 
ミツシマ 

シゲノリ 

横浜国立大学工学

研究院 
教授 燃料電池関係の技術動向の調査 

松澤幸一 
マツザワ 

コウイチ 

横浜国立大学工学

研究院 
助教 燃料電池関係の特許データの整理 

矢野久 
ヤノ  

ヒサシ 

横浜国立大学成長

戦略研究センター 

産学連携研

究員 
燃料電池関係の特許データの整理 

藤田彬 
フジタ  

アキラ 

横浜国立大学環境

情報学府 
D3 燃料電池関係の特許データの整理 

遠山毅 
トオヤマ 

ツヨシ 

横浜国立大学環境

情報学府 

D3（H23年時

点） 
燃料電池関係の特許データの整理 

田村龍一 
タムラ リ

ュウイイチ 

横浜国立大学成長

戦略研究センター 

産学連携研

究員 

共同研究開発ネットワークの推定

とその特性の分析 
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７．研究開発成果の発表・発信状況、アウトリーチ活動など 
 

7-1．ワークショップ等 

年月日 名称 場所 参加人数 概要 

平成25年 
2月7日 

政策のための科学

シンポジウム 
パシフィコ横浜 15 本プロジェクトの平成24年度

の成果の報告 
 横浜市・日産自動車・IHI 
などのアドバイザーも出席 

 
7-2．社会に向けた情報発信状況、アウトリーチ活動など 

〇ウェブサイト構築 
政策のための科学 横浜国立大学成長戦略研究センター

http://www.cseg.ynu.ac.jp/policy  平成23年11月 
 

〇学会（7-4.参照）以外のシンポジウム等への招聘講演実施等 
中国科学技術政策管理研究所セミナー 8月７日 

 
7-3．論文発表（国内誌 ０ 件、国際誌 ０ 件） 

特になし。 
 

7-4．口頭発表（国際学会発表及び主要な国内学会発表） 
①招待講演  （国内会議 ０ 件、国際会議 ０ 件） 
②口頭講演  （国内会議 ２ 件、国際会議 ０ 件） 
③ポスター発表（国内会議 ０ 件、国際会議 ０ 件） 

（口頭発表） 
・秋山俊介・大山 力・辻 隆男「経済変動を考慮した日本卸電力取引所の動向分析」 

  日本電気学会全国大会3月20日（名古屋大学） 

・小野宏太・辻隆男・大山力 「震災前後の電力需給動向変化の検討」日本電気学会全国

大会3月20日（名古屋大学） 

 
7-5．新聞報道・投稿、受賞等 
  特になし。 

 
7-6．特許出願 
  特になし。 

http://www.cseg.ynu.ac.jp/policy
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